
デジタルリテラシー向上に向けた
取組について

ー令和5年度長野県社会教育委員会議ー

令和6年3月18日（月） １５：００－１６：３０

長野県教育委員会事務局文化財・生涯学習課



ご説明内容

1. デジタルリテラシー向上が求められる背景

2. 社会教育施設のWi-Fi整備状況

3. 取組事例
• 市町村と県による協働電子図書館「デジとしょ信州」

• 塩尻市

• 松川村



１ デジタルリテラシー向上が求められる背景

① 現状／課題
• デジタル社会の進展への対応の必要性

• 社会人の学び直し等の生涯学習が一層重要に

② 果たしうる役割
• 自己実現を図るためのもの

• 他者との学び合い等により豊かな学びにつながるもの

• 学びを通じて、持続的な地域コミュニティを支える基盤
となるもの

参考：「第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理【概要】」
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/toushin/1330378_00002.htm

・デジタルデバイド解消

・国民全体のデジタルリテラシー向上

生涯学習・社会教育



参考：「第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理【概要】」
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/toushin/1330378_00002.htm

③ 今後の振興方策

⚫公民館等の社会教育施設の機能強化

• リアルとオンラインの双方で、共同学習・交流を促進

• 公民館等のデジタル基盤を強化

• デジタルデバイドの解消やデジタル・シティズンシップの育成

⚫社会教育人材の育成、活躍機会の拡充

• デジタルに関するスキルアップ、現代的課題への対応等

国民全体のデジタルリテラシー向上に

向けた取組をこれまで以上に推進

１ デジタルリテラシー向上が求められる背景



社会教育領域におけるデジタル化施策イメージ

参考：「公民館・図書館

の官民連携・デジタル

活用」サイトより
https://kominkan-

support.mext.go.jp/ppp/in

dex.html



２ 社会教育施設のWi-Fi整備状況（利用者用）

整備率 ６８．６％

※83館／121館

参考：「令和5年度長野県公共図書館概況」

県内公共図書館公民館

整備率 ３９．０％

※全国を対象に調査
※自治体内全ての施設に整備されている割合

参考：「社会教育施設のデジタル環境の整備等に関する調査」

野村総合研究所,2023.12



３ 取組事例 ① 市町村と県による協働電子図書館「デジとしょ信州」

• 長野県民は、だれでも いつでも どこからでも電子書籍を読むことができる電子図書館

• 全市町村と県が協働で１つの電子図書館を導入・運営するのは全国初

【サービス開始】令和4年8月5日

【概要】コンテンツ 26,816点 登録者 17,717人（R6.1末時点）

【運営】市町村と県による協働電子図書館運営委員会（77市町村＋県）

居住地、家庭環境、年齢、障がいの有無等
によってアクセスできる情報の量や質に
格差がある

「デジとしょ信州」は、一人ひとりの住民、
それぞれの市町村にとっての「選択の幅」
を広げるもの

リアルな図書館＋「デジとしょ信州」」で、
すべての住民の「読書・学びの基盤」の充
実と「公正な社会づくり」に寄与していく

詳しくは

こちらから！



３ 取組事例 ② 塩尻市



３ 取組事例 ③ 松川村公民館



意見交換いただきたい視点

〇 身近なデジタルデバイドの事例

〇 長野県におけるデジタルリテラシー向上のための具体策

• 市町村への働きかけ

• 県社会教育機関（生涯学習推進センター、県立長野図書館等）における
取組の方向性



長野県におけるコミュニティスクールの
現状と課題

ー令和5年度長野県社会教育委員会議ー

令和6年3月18日（月） １５：００－１６：３０

長野県教育委員会事務局文化財・生涯学習課



ご説明内容

1. なぜ、今、学校・地域の連携なのか

2. 信州型コミュニティスクールとコミュニティ・スクール（国型CS）

3. 課題



学校を取り巻く課題の
複雑化・困難化

地域のおける
教育力の低下

学習指導要領の理念
「社会に開かれた教育課程」

なぜ、今、学校・地域の連携なのか

●少子化、核家族化、情報化等の
経済社会の変化
●地域における地縁的なつながり
の希薄化
●地域の人間関係の希薄化

●保護者の学校に対する
ニーズの多様化
●生徒・児童指導に関わる
課題の複雑化
●教員の働き方改革の必要

●教育課程を介して目標を
学校と社会が共有
●地域の人的・物的資源の活用、
社会と共有・連携しながら
開かれた学校教育を展開

学校と家庭と地域が連携・協働して課題に取り組む仕組みが必要「地域に開かれた学校」⇒「地域とともにある学校」への転換



各学校が地域との間に築き上げてきた土台の上に、

(1)学校運営参画 (2)協働活動 (3)学校評価機能を一体的・持続的に

実施する仕組み

信州型コミュニティスクール

【 仕 組 】

【 現状と成果 】

◆平成25年度より長野県独自の仕組みとして推進

◆平成29年度末、公立小中学校における導入率が100％となる

◆地域学校協働活動の活性化

学校・家庭・地域が「どんな子どもを育てるか」を共有し、
協働する活動により、子どもの豊かな育ちを支える

「地域とともにある学校づくり」を目指す



◆学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる

「地域とともにある学校」への転換を図るための仕組み

◆法律に基づく制度であり３つの機能をもつ（地教行法第47条５）

コミュニティ・スクール（国型CS）

【 仕 組 】

【 現 状 】

平成29年より設置は努力義務／令和4年～令和6年の3年間は導入重点期間

地域住民等で構成する［学校運営協議会］の委員は、

・校長が作成する学校運営の基本方針を承認する
・学校運営に関する意見を教育委員会又は校長に述べることができる
・職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について
教育委員会に意見を述べることができる



コミュニティスクール検討会

〇第１回（１月25日）

現状の共有と課題の洗い出し

〇第２回（３月７日）

学校運営参画の意義について

※Ｒ６年度も引き続き開催予定

関係する方々による意見交換会を行い今後の方向性を検討します

（県ＨＰにて公開中）



課 題

地域ボランティア
の高齢化・固定化

学校運営委員会の
停滞

国型CSの設置
努力義務

CS対応への負担感
（市町村・学校）

学校・家庭・地域に
おける目標の共有



意見交換いただきたい視点

〇 学校と地域の連携状況


